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要旨
看護と介護の協働に関する文献を整理し、 ①看護と介護の協働に関する実態を明らかにする、 ②実態の背後にある
要因を検討する、 ①看護と介護の協働に関する研究的課題を明確にする、の3点を目的に文献検討を行った。その結
果、看護と介護の協働に関する報告は、 2001年以降であることがわかった。高齢社会における医療 ・福祉は政策や社
会経済情勢の影響を受けていた。「協働の実態」で議論されていることは、高齢者施設における専門職としての責任の
不明確性が中心であった。「実態の背景にある要因」は、法体系と医療依存度の高い高齢者に対する相対的医行為をめ
ぐる責任の所在の不透明さ、教育制度の特徴に伴う専門職性の違いであると考察出来た。今後の課題は、 ①看護と介
護の双方がお互いの専門性と役割について理解を深めること、②専門性の特質を活かした業務を明文化すること、 ③
医療依存度の高い対象者の増加に対処する基本を公式化することが見出された。
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I.はじめに
高齢社会を迎え、看護・介護の在り方が大きく変わろ
うとしている。かつて、高齢者の健康問題は医療モデル
で対処され(阿部， 2007)、加齢に伴う心身の諸機能の
変化に病名をつけ医療保険で対処してきた。しかし、長
期にわたる低経済成長下の少子高齢社会の到来は、医療
財j原の逼迫を招き(榊原， 2∞7)、政府は高齢者の健康
問題への処遇を「医療から福祉へJI施設から在宅へ」
の掛け声とともにQOLモデルへと大きく舵を切った。
その結果、医療の守備範囲が予防から社会復帰までの包
括的なものから、急性期の高度医療重視へと変化してい
る (井部ら， 20l3)。つまり、かつての高齢の医療対象
者の多くが、介護保険制度の利用者へとスライドし、医
療依存度の高い利用者が高齢者福祉施設や在宅で療養生
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活を営むこととなった。
このような中、厚生労働省(林， 2013)は、 2025年に
向けた医療サービス体制を提示した。要点は、①病院・
病床機能の分化・強化、 ②在宅医療の推進、 ①医師確保
対策、 ④チーム医療の推進である。そして、実務を担う
看護・介護職の人員や施設体系が限られた条件の中で、
両職種による効果的な協働の重要性を強調している。先
進諸国の先障を切って前代未踏の高齢社会を実現した日
本の高齢者医療 ・福祉(看護・介護)のあり方は、囲内
のみならず国際的に注目を浴びており、我々、保健・医
療 ・福祉に従事する専門職には、諸外国のモデルとなり
うる高齢化政策の成功が期待されている。したがって、
看護と介護の協働のあり方を提案することは、喫緊の課
題である。しかしながら、看護と介護が専門職の立場
から互いに協力しているという報告もみられる(佐野，
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2008)が、「看護と介護の協働jに関する研究の深まり
には至らず、混沌とした高齢者医療・福祉の現場の問題
提起や実践報告、解説にとどまっている。
そこで、今回、看護と介護の協働に関する文献を整理
し、 ①看護と介護の協働の実態を明らかにする、 ②実態
の背後にある要因を検討する、①看護と介護の協働に関
する今後の課題を明確にする、の3点を目的に文献検討
を行った。なお、看護および介護の制度的な問題は国に
よって異なると考え、囲内文献を取り扱った。
1.方法
1 .データ収集
データ収集のためのデータベースは、医学中央雑誌と
し、 1983年から2013年8月末の期間のものとした。キー
ワードとその該当件数は、{i高齢社会Jx i医療Jx i福
祉J}は101件であったが、抄録のあるものから、介護機
器や高齢者イメージなど本研究の課題に該当しないもの
を除くと 5件、 {i看護Jx i介護J}で抄録のあるもの
1497件のうち、学生教育や訪問看護など、ある業務に特
化しており本研究の課題に該当しないものを除くと34
件、 {i看護Jx i介護Jx i協働J}では同様に93件の
うち、疾患やターミナルケア、退院支援など本研究の課
題に該当しないものを除くと19件、 li看護師Jx i介護
福祉士Jx i協働J}で93件のうち、職場開暴力、感染
対策、高齢者の転倒など本研究の課題に該当しないもの
を除くと13件であった。また、看護と介護の協働に言及
した図書や政府広報も 9文献加え、最終的に80件の文献
を基礎データとして収集した。
2.データ分析方法
1 )文献の整理 ・分類を行うために 「発表年Ji文献の
種類Ji著者JiテーマJi対象Ji方法Ji結果」か
らなる文献カードを作成した。
2)文献カードより 「高齢社会における医療 ・福祉」
「看護と介護の協働の実態Ji協働の実態の背景要因J
の核心に触れた論文25文献を分析対象として抽出し
た。
3)抽出した25文献から、 「高齢社会における医療 ・福
祉Ji看護と介護の協働の実態Ji看護と介護の協働
の実態における背景要因」の3項目について、論点
を整理した。
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m.結果
1 .看護と介護の協働に関する文献の傾向
発行年毎の文献数を図1にまとめ、論点ごとの文献概
要を表1に示す。看護と介護の協働をテーマにした文献
がはじめて発行されたのは1994年で1件 (中島. 1894) 
あり、解説にとどまっている。その4年後、 1998年に原
著論文である、 在宅ケアに必要な看護・介護量の研究
(丸山ら.1998)が報告されている。2001年には一気に
地え、原著論文12件であった。2006年以降はコンスタン
トに毎年発表されるようになっている。 2012年に報告さ
れた原著や解説の総数は12件であった。80文献中、文献
の種類は原著58件、調査報告l件、資料3件、総説3件、
解説15件であり、調査報告が少ないことがわかる。
2.高齢社会における医療・福祉
2013年2月 (確定値)の人口推計(総務省.2013)で
は、全国の高齢化率は24.5%であり、前年同月比で3.71%
の増加である。特に後期高齢者数の増加は著しく、全
人口の12.1%である。さらに認知症高齢者は280万人
で、高齢者数の9.5%(2010年)を占める(厚生労働省，
2012)。今後も後期高齢者は増え続け、これらの後期高
齢者の生活を如何に支えるかが、医療 ・福祉、ひいては
社会全体の課題となっていることは周知の事実である。
高齢化社会における医療と福祉について論述した文献
は、分析対象の25文献のうち8文献であった。内訳は、
医療体系について論じたものが3件 (阿部.2007) ; 
(佐々木ら.2007) ; (林.2013)教育カリキュラムにつ
いて論じたもの 3件 (植北ら.2007) ; (松木.2010) ; 
(厚生労働省.2011)、社会情勢や政策に関するものは2
件(広瀬.2012) ; (井部ら.2013)であった。文献の種
類は、解説6件と総説2件である。
3.看護と介護の協働の実態
厚生労働省 (2011)は「チーム医療の推進に関する検
討会報告書」において、地域における横断的な取り組み
として、在宅医療や介護サーピスの役割分担と連携推進、
地域での医療と介護等の連携に基づくケアの提供等を求
めている。
看護と介護の協働の実態について論述した文献は、分
析対象の25文献のうち8文献であったが、看護職と介護
職の協働の実態を質問紙調査により明らかにしたものが
3件 (島田.2008); (寺西ら.201) ; (加藤.2012)あり、
その結果、 看護職と介護職の業務分担が不明確である
ことを導き出している。看護と介護を含めたチームア
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図1 年度別「看護と介護の協働Jに関する報告文献数
ブローチについて論述したものが2件 (中島， 1994)・
(越智ら， 2010)、看護職と介護職の互いの専門性の理
解が十分でないことについて論じたものが3件(榊原，
2007) ; (小山ら， 2010) ; (尾台， 2013)であった。
4.看護と介護の協働の実態における背景要因
看護師の身分および定義は 「保健師看護師助産師法」
による。一方、介護職は「社会福祉士及び介護福祉士法」
に基づくものである。
介護職は、 1987年に「社会福祉士及び介護福祉士法J
が制定され、福祉専門職として介護福祉士が行う介護が
規定された。一方、看護専門職は1951年に「保健婦助
産婦看護婦養成指定規則」が定められてから、 2008年
のカリキュラム改正に至るまでに大きくは3回 (1967，
1990， 1997)の改正を重ねてきた。
看護と介護の協働の実態における背景要因について論
述した文献は、分析対象の25文献のうち9文献であった
が、看護職と介護職の教育体系変遷の違いについて論じ
たものは2件(水上， 2007) ; (赤沢ら， 2011)、専門性
や役割の理解が相互に出来ていないことを論じたものが
5件 (佐野， 2008); (川添， 2008); (田中ら， 2010); (滝
下ら，2011) ; (増田， 2012)、看護職と介護職の法体系
の違いについて論じたものは2件(松田， 2012) ; (赤沢
ら， 2013)であった。
1V.考察
1 .看護と介護の協働に関する文献の傾向
看護と介護の協働をテーマにした文献がはじめて発行
されたのは1994年であった。看護と介護および連携・協
働に関して中島 (1994)は、看護は介護、介護は看護を
統合する働き方を通して、共通領域の規定部を大きく強
固なものにする新しいパラダイム (思考規範)をもっ必
要性を痛感すると述べ、健康 ・疾病 ・障害の対応につい
て共通認識すべき点を挙げている。以後、療養施設にお
ける介護職員の活動や老人保健施設で働く介護・看護臓
???
表1
項 文献
目番号
著者名・文献名・出奥
1 阿部崇(2007)療養病床の再編が担う社会的入院の解，再，ニッセイ基礎研究所
i9 2 井部俊子，中西隆子(2013)看護制度・政策論l 日本看護協会出版会
齢
社 3 梓誇(2013)厚生労働厚生労働省大臣官房総務室広報室
会
お 4 厚生労働省(2011):今後の介護人材養成の在り方に関する報告書厚生労働省ホームページ
Iす
る 5 広讃公己(2012):外国人介護福祉士受け入れの課題は.NHK解説委員室ホームページ
医
療
6 松木光子(2010)宥種学臨地ハンドブッ7.金芳堂
福
4止 7 佐々 木達雄。荒木隆J!!(2007)介護信社保険法施行をめぐる介護福祉士養成課程の変更と介護
福祉士概念の変化，羽揚学園短期大学紀要
B 植~t康嗣?吉井珠代(2007) 介護福祉士養成の変遷と今後の課題，四候綴学園短期大学紀要
9 榊原和子(2∞7)介径と看護の視点からの「ケアの連携JIこ隠する考察，四億畷学園短期大学紀
要
10 中島紀恵子(1994)看護と介護及びサービスの質に関する論点の整理.社会保障
宥
越智あゆみ(2010)社会福祉教育におけるIPEに取り組む授業科目開講の意書1.日本社会福祉教護 1 
と
育学会誌
介 小山干加代水野敏子(2010):特別介護老人ホームにおける看取りの実態と課題に対する文献検
謹 12 M.老年看護学
の
協 13 加藤友野(2012)介護福祉士の専門性に関する研究!総合福祉科学研究
働
の 寺西敬子中村裕美子(2011)互いの若手を補い合う多聴種連携(協働)のアセスメントに重要性，
実 14 訪問看護と介護
態
15 尾台安子(2013)介護福祉総論.第一法規
16 島田久代(2008):F病院における看護と介護の連慢の実態における考察。松本短期大学紀要
17 佐野貧俊(2008)介護醸の組織的独立と看護との協働の模索看援学雑誌
肴
謹 18 
赤沢昌子山尾台安子，丸山頗子(2013)介護職員等の略疲吸引等研修における看護師の役割と指
と 導者講習の課題!松本短期大学紀要
介
謹 19 川添チエミ(2∞8)看縫臓と介護職お互いをどう見ているのか。看護学雑誌
の
協
20 
田中康之 1太田令子I山本多賀子(2010)保険医療・福祉の現場に機わっている人の達機のとらえ
働 方の検!iE.リハビリテーション連機科学
の
松田直正(2012)介溢老人保健施設における看護職と介護臓の協働に関する研究~也働の類型
実 21 
態
に焦点をあてて白本看護学会論文集看護総合
地図和両(2012)マネジメントにおけるケースアドボ力シ にー着目したサービス翻整と所属組織内
お 22 外における協働体制との関連介護福祉学
1t 
る
背
23 渚下幸栄.岩脇陽子，松岡知子(2011)専門聡としての看護の現状と課題，京都医大誌
景
要 24 水上幸代(2007)介護福祉士養成教育の課題， 社会関係研女
因
25 
赤沢畠子!尾台安子丸山版干(2011)医療的ケアに関する介護福祉士教育への問題提起，松本短
期大学紀要
員の協力のあり方を検証した論文は見るようにはなった
が、看護との関連で介護を論ずるものが多く、介護の立
場で実践し、その本質に触れたものは、介護保険制度の
開始約1年後からである。また、文献数は2007年の介護
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対象・研究内容
2∞6年医療改革での療養病床の再編の内容と考察と問題点の提議
21世紀福祉ビジョンからの医療・介護の将来像を政策論より報告
2025年に向けた医療福祉サービス体制を提示
地域における積極的な取り組みゃ専門職や教育・実践のあり方が重要であると鍵示
看護・介護共マンパワーを外巨人労働者に頼らざるを得ない状況であると社会情曾より報告
2∞8年看護教育カリキュラム改定の背景要因を看聾政策より報告
介i量保険制度施行、介護福祉士養成制度の変更に関する検討を行い課題を探る
2∞6年~介護福祉士養成の変還を文献提示し分析
看護と介護が働きやすい聴場にするための文献倹討
看護と介護は共通領爆を強固にするためには新しいパラずイムが必要であると政策より検討
IPEの定義と介護臓における医行為の見直しは看護師の連燐・協働による新たなケアのあり方を
提示
1997年から10年間の資料による文献検討体系的な問題に貨を問う文献が多く見られた
介護領祉士資格取得後の3-14年の70名尊門性への質問紙での意識調査統計処理
介護老人保健施設の380名の専門職 多職種聞の連機可能事項を質問紙粟で検討
ICFの目的と意義を鑓示、介護過程展開ツールについて
F病院療養病床勤務の看護師・准看護師・介謹福祉士・へルパー・看護助手の108名 職員聞の意
見の相違から連携の実態を調査
医療法人施設でのとりくみにおける介護聡からみた協働を進めるために必要なことを文骸検討に
て提示
N県内の~袋講習受講者52名受講者と指導者の温度差の遣い杢質問紙法により調査
日本療養病床協会員717病院の院長・看護部長/看護職・介護機に郵送法によるアンケー ト踊査
専門隠37名、ケアメンバー6名‘事l用者B名の計47名にイン予ピ斗ー‘質問紙業調査
介護老人保健胞設3施設で者撞職6名、介護膿6名.管理者3名の計15名に協働の実態をイン空
ビュー調査
近儀の介護支掻専門員190名組織内の協働体制の実態を調査
専門職の定義に基づくウライ子リアを通して宥畿の専門性についての検討
介護福祉士の教育の継承及び資格の必要性を文献検討
介護士教育の変遷と問題を文献から験討
保険法の改正、 201年の介護職による略疲吸引等の特定
行為を行うことが出来る(厚生労働省.201)といった
法改正と関係しており、原著や解説の発行は2001年以降
であること等、研究的深ま りの観点から鑑みると、 この
テーマに関する研究は端緒についたばかりであることが
わかる。
2.高齢社会における医療・福祉
高齢者の多くは最後まで住み慣れた地域で生活するこ
とを望んでいる為、それを地域で支えることが期待され
ているが、現実には「老・老介護Ji認・認介護」等と
表現されるように、社会問題へと発展している。また、
厚生労働省 (2011，11)は、在宅で最期を迎えた者の数
は全死亡者数の16.1% (2010年)と発表しており、介護
する家族のマンパワー不足は顕著で、家族や地域の支援
により在宅での生活を最期まで支えることは、実際には
困難な状況であると言わざるを得ない。この状況から、
家族や地域力を活かした在宅での高齢者ケアと、介護保
険施設での専門職による高齢者ケアの充実が、重要かっ
緊急な課題である。
要介護高齢者が増加する一方で家族 ・地域の介護力は
弱体化し、「介護の社会化」が叫ばれるようになった。
この声に押されて誕生した2000年の介護保険法の実施
は、高齢者ケアを大きく変革させた。その後も、 2005年、
2006年の改正を通して施設給付の見直し、感染症管理体
制の強化、縛措防止に向けた取り組み等施設サーピスの
質の充実と向上が図られてきたと阿部 (2007)は述べて
いる。介護老人保健施設では、 一定の要件を満たした場
合の「重度化対応加算Jや「看取り介護加算」等が新設
され、同時に高齢者施設側に対して、サービスの質と量
の両面からの充実したケアを要請されている(井部ら，
2013)。このような経過から、看護と介護の連携・協働
の必要性が生じることとなったが、看護と介護の法体系
の経過の違いや法制度における看護と介護の違い(佐々
木， 2007)が連携・協働を阻む要因になっている。
さらに、両職種の協働の課題は、 介護保険施設におけ
る指定基準においてケアに携わる職員は「看護職Ji介
護職jとされ、必ずしも専門職ではないという点である。
ケアの質を保障していく為には、専門職としての看護師
と介護福祉士が望ましいと考えるが、林 (2013)は、少
子化傾向やケアに関わる専門職のマンパワー不足も加速
化、慢性化していると述べている。その影響により、専
門職として誕生して間もない介護福祉士に代わって、基
礎教育体系の浅いヘルパー職に頼らざるを得ないのが現
状である。また、看護職は医療施設においても慢性的に
不足する中で、老人福祉施設などに勤務する看護職は、
専門性としては教育体系の浅い准看護師が担っており、
両職種共に、マンパワーを外国人労働者に頼らざるを得
ない事態に至っている(広瀬， 2012)。この複雑な問題
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に対して、看護師 ・介護福祉士の基礎教育の在り方の検
討会も重ねられているが、両専門職に求められている課
題は大きく、両職種が知何に効果的に協働し、効率性の
ある質の高いケアが提供できるかを模索しなければなら
ない。
質の高いケアを模索するには、看護師と介護士の教育
体系が重要である。松木 (2010)は、看護教育カリキュ
ラムの改正 (2008年)の背景には、前回カリキュラム改
正 (1996年)から10年以上の経過を踏まえて、 ①統合分
野 ・統合科目の新設 (看護実践能力の向上)、②各分野
での教育内容の充実 (コミュニケーション技術を向上さ
せ、臨床での活用を可能にする)という点に主眼がおか
れたと述べている。
対して、介護福祉士のカリキュラムは、 2009年には総
時間数1800時間に増え、より質の高い専門性を主眼とし
た介護福祉士養成課程の教育体系が抜本的に改正された
(尾台，2013)。これは介護の役割と機能ニーズを的確に
把握し、専門的支援を確実にする為に介護福祉士教育へ
の期待がカリキュラム改正に繋がったと考える。佐々木
ら (2007)は、この改正の特徴は、領域分類や具体的科
目は指定せず、養成施設の自由裁量に委ねる方向性を示
している事と述べ、また、植北ら (2007)は、統計学や
社会学、情報処理などの記録や根拠に基づく介護の実践
力をより期待するものになると述べている。しかし、各
養成校によっては、教育内容の質や領域に差異が見られ、
到達目標に焦点化した教育科目が適切に選択されている
かは今後の検証課題でもある。また、カリキュラムは講
義形態をこれまでの講義・演習に分けていたものから、
ほぽ全ての科目で講義・演習の構成とされ、縦割りの学
習内容に関連づけた効果的な学びが可能となっている。
だが、 この領域がどのように分割され、前回のカリキュ
ラムをどのように分析、評価した上で新体系としたかは
十分に説明されていない。明らかに両者の違う点は、介
護福祉士の教育には専門基礎分野がない点で‘ある。
介護福祉士のカリキュラムで新たに「人間関係とコ
ミュニケーション」が加わったが、メンタlレな部分にも
関与した、カウンセリングやコミュニケーション能力の
必要性がわかる。これに付随して 「こころとからだのし
くみ」 領域にある「認知症の理解Ji障害者の理解」の
講義も増えているが、心理学の基礎も含め、講義内容や
時間の評価が必要であると考える。また、介護福祉士は
1987年に国家試験が開始され、1992年に出題提示されて
いる (厚生労働省， 2011)。このことから、職能団体と
して介護福祉士の質の確保向上を早期から視野にいれて
おり、 2013年4月より公益社団法人となったことで、今
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後、より公益性の高い事業が期待できる。
食事・排世・清潔の三大介護を中心として、看護師と
介護福祉士の国家試験出題基準を比較すると各項目の構
造自体には大きな違いはない。特徴的であるのは介護福
祉士の出題基準に、項目毎のアセスメント能力が要求さ
れており、寺西 (2011)は、アセスメント能力とは、観
察と情報収集を基礎にして、専門的な技術と知識を用い
て評価・分析するため、これらの能力が必要であると述
べている。
3.看護と介護の協働の実態
医療機関・福祉施設・在宅など多様なニーズを持つ利
用者が生活する場において、越智 (2010);尾台(2013)は、
その人らしい自立した生活を支援する為には、多種にわ
たるサービス利用の検討が必要であると述べている。今
後、超高齢社会が加速し、より介護度の高い利用者が在
宅をはじめとする地域ケアを利用すると考えられ、サー
ピスを提供する側は相談援助 ・介護・リハビリテーショ
ンなどのサービスを効果的に提供するためのチームアプ
ローチが必須となる。
厚生労働省 (2011)は、今後さらに既存の専門職養成
や役割にとらわれない教育や実践の在り方が重要である
と示しており、深田 (2003)は、専門職として、社会的
に認知される要件である倫理綱領をもっ看護師と介護士
は，互いの専門性を理解しなければならないと述べてい
る。
専門職の特徴に関して、小山 (2008)は、 ①理論的・
体系的で高度な専門的知識と長期の訓練を要する専門的
能力、 ①倫理綱領による道徳的整合性の保持、 ③組織化
された専門職団体の存在であると述べている。看護師や
介護福祉士、いわゆる専門職業人は、高度な専門的知識
と技術を持っていなければならない。つまり、「看護師」
「介護福祉士」は専門職業人としての人間性や倫理、望
ましい態度、知識や技術教育だけでなく、実践のための
観察力や調察力、問題解決能力、判断力、応用能力等と
ともに、幅広い教養を持った感性豊かな人間性や生命の
尊厳についての見識を兼ね備えることが求められてい
る。
看護・ 介護の教育過程は、互いの専門職性において、
改正されてきたが、ケアを実践していく過程でその違
いは重要なものである(榊原.2007) ; (寺西ら.2011) 
と述べている。
看護と介護は共に患者や利用者に日常生活へのケアを
担うため、看護における「療養上の世話」での役割分担
は、サービス提供機関によって違いがある。例えばデイ
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サービスでは看護職がパイタルサインを測定し、介護職
が入浴分助を行うが、訪問介護では看護職も入浴介助を
行う。島田 (2008)は、本来、老人保健施設や療養病床
では、日常のケアは介護職が行うことが望ましいと述べ
ている。日常ケアの中で、お互いの働きなしでは利用者
の生活上の課題は発見できす、ケアの質向上も望めない
と理解しているが、具体的な連携や協働の在り方が見え
ないのは、相手職種との意思疎通が不十分な為である。
看護職は医療の専門職としての意識が高く、介護職は
生活の場、病気ではなくまず、その人を見て欲しいとい
う意識がある。相互の役割を理解するためには、看護職
と介護職の業務分担をより明確に行う必要があると述
べ、小山ら (2010)も、常勤医師が不在であっても、生
活を支える観点から、医療的な判断する看護領域の中で
も独自の専門性をもっ分野であるという認識が必要であ
ると述べている。
4.看護と介護の協働の実態における背景要因
介護福祉士の誕生により、保健医療の知識を基盤とし
て健康の回復 ・保持・増進の為に生活の援助を果たして
きた看護師、即ち、医療系の看護専門職として位置する
看護師との協働により、佐野 (2008); )1添 (2008)は、
高齢者や障害者の生活支援の役割を果たす為、看護職と
介護職の連携の必要性が生じることとなったと述べてい
る。
一方、看護専門職は、 2008年のカリキュラム改正に至
るまでに大きくは3回 (1967.1990. 1997)の改正を重
ね、医学モデルに偏ったカリキュラムから、看護独自の
機能を果たすために「看護診断と看護治療jができるカ
リキュラムへと発展してきたと述べている (松木2010)。
看護基礎教育を4年制大学として1本化を図り、その専
門性を高め、教育の充実と准看護師養成の停止を主張
しながら、未だに一本化できない現実がある。滝下ら
(2011)は、その教育体制も医療モデルに依存している
ことに変わりはないと述べている。逆説的ではあるが、
看護職能が医学モデルからの脱却を願いながらも叶わず
今日に至ったことが、はからずも「介護福祉士」という
隣接専門職との専門性の線引きに貢献しているともいえ
る。
社会福祉六法 (2005)において、 「介護福祉士」とは、
社会福祉士及び介護福祉士法第2条2項で定義されてい
る。現時点における介護職の資格的背景は、 2013年4月
より新たなヘルパー2級取得は初任者研修修了へ移行し
た。しかし、介護現場に携わる人々の現状として、無資
格者や養成期聞が50時間というヘルパー3級をはじめと
して、ヘルパー2級・ l級、 2010年より1800時間以上の
カリキュラムのある養成校ルートの介護福祉士、 3年以
上の実務経験後に国家試験を受験する実務ルー トの介護
福祉士など、「介護職」と呼ばれる職種の中でもこれだ
け多様な背景の人々が混在している。また、同じ介護福
祉士の国家資格を持っていても、養成校と実務経験で免
許取得の違いから教育背景は大きく異なる。さらに、個
人資質も加わり多様な教育背景が生み出す問題は、介護
職と多職種の連携・協働を困難にする大きな要因になっ
ている、と水上 (2007)は述べている。
また、「看護師」とは、 2000年改正の保健師助産師看
護師法(以下保助看法と記す)第5条で定義されてい
る。保助看法の 「診療の補助Jに関しては、第37条 (特
定行為の制限)と医療六法 (2006)にも明記されてい
る。保助看法の「療養の世話」は看護師が専門的知識と
技術をもって独自に行える業務であるが、「診療の補助J
とも区別がつきにくいのも事実である。しかし、看護師
の働く場所が高度な医療を必要とする特定機能病院から
診療所も含む療養型病院まであり、高齢者の増加ととも
に、看護師が医師・歯科医師の指導・監督のもとに補助・
実施や独自で判断しなければならない機会が増加してい
る。
介護の現場でも、早い時期から在宅における医療依存
度の高い療養者や介護老人保健施設において、利用者の
多様性と重度化が進み、医療的ケアとされている経管栄
養の注入や口腔 ・鼻腔 ・気管カニューレ内のl硲疲吸引に
ついては、その人の生活を支援する為に介護I臓が実施せ
ざるを得ない状況が生まれた。この医療的ケアとは、生
活を営む為の医療行為と同時に医療介護行為でもある。
赤沢ら (201)は、治療目的である医療行為ではなく、
経管栄養や吸引は日常生活を営む上で必要な生活援助行
為であると述べている。例えば重症心身障害児の在宅療
養や就学時の医療的ケア問題、 ALS(筋萎縮性側索硬化
症)患者の在宅支援における家族の介護負担軽減を目的
としたI事疾吸引の問題やその他障害者の医療的ケアの問
題など、幾度の変遷を経て医療行為である医療的ケアを
疾病構造の変化や医療技術の進歩を背景に、時代の要請
に応じた解釈がされ、十分な検討もなく、政策優先になっ
た現実がある。その一例として、厚生労働省 (2012，4) 
の通知で診療の補助として略疲吸引等が可能となった。
従って、社会福祉士及び介護福祉士法第2条2項の専門
的知識を持ち、身体上及び精神上の障害を持った、日常
生活に支障がある人に対して、医療関係者との連携を保
ちながら、介護士の判断実践能力と専門職の責任感が要
求されるのは当然である。
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社会福祉の入所施設では、在宅に比べて医行為の役割
分担は明確であったが、近年、医療ニーズの高い利用者
の在宅ケアやターミナルケアの期待が高まっており、略
疲吸引等の医行為の見直しについては看護や医師と介護
の連携が中心であり、赤沢 (2011)や赤沢ら (2013)は、
暗疲吸引等の指導者は介護職をはじめとする指導される
側の教育プロセス理解や制度の解釈、周囲とのネット
ワークづくりなどが必要で、あると述べている。
相対的医行為とされる医療的ケアを必要とする利用者
は増加の一途を辿っている (厚生労働省，2011)。しか
し看護職の配置基準の改正予定はなく、その結果とし
て介護磁の業務範囲が医療的行為の領域まで達してお
り、看護職と介護職との境界線にひずみが生じていない
かと松田 (2012)は述べている。このひずみの根本的な
原因は医療的依存度の高い利用者の増加と前述した看護
職員の配置基準である。一つには医療的行為は看護職の
領域で、介護職の行為ではないとの考えと、もう一つは
介護が施設での医療的行為の一部を担うことでひずみを
解消する考えである。また、増田 (2012)は、常に職場
聞の職種だけでなく、上司や同僚間でもアドバイスや情
報提供を受けることの出来る関係'性を構築することが重
要だと述べている。
v.今後の課題
以上のことから、文献に示された看護師及び介護士
は、共に連携や協働の必要性と重要性を認識している。
しかし、現時点では、変化に向けたアプローチの報告も、
劇的な変化の報告もみられない。この無変化が連携や協
働の難しさを物語っている。今、必要なのは現実的で具
体的な問題解決の仕組み作りであり、方法であり、現状
を変化させる為の行動であるといえる。
協働の仕組み作りは、組織分析に基づく組織構造設計
の再検討が課題となると思われる。実践の場で実践者が
取り組むべき課題は、 ①看護と介護の双方がお互いの専
門性と役割について理解を深めること、 ②専門性の特質
を活かしたそれぞれの業務を明文化し、オーバーラップ
する部分の取り扱いについて分担に関するルールを策定
すること、 ③医療依存度の高い対象者の増加に対処する
基本は、それぞれの専門職を定義する根拠とその基本姿
勢が重要であると考える。施設経営者の恋意的な判断に
流れることは危険で、ある。
?????
羽.結論
看護と介護の協働に関する協働の実態に関する文献調
査を行った結果、以下のことが明らかになった。
1 )看護と介護に関する研究報告は2001年以降からみら
れるようになったが、解説や実践報告にとどまり、
研究は端緒についたばかりであることがわかった。
2)わが国の高齢社会における医療・福祉は政策や社会
情勢の影響を色濃く受けることがわかった。
3) r協働の実態Jで抽出された問題は、高齢者施設に
おける専門職としての責任の不明確が中心テーマで
あった。
4) r実態の背景にある要因」は、(1)法体系と、 (2)医療
依存度の高い高齢者に対する相対的医行為をめぐる
責任の所在の不透明さ、 (3)教育制度の特徴に伴う専
門職性の違いにあると考察出来た。
5)今後の課題として、①看護と介護の双方がお互いの
専門性と役割について理解を深めること、②専門性
の特質を活かしたそれぞれの業務を明文化するこ
と、③医療依存度の高い対象者の増加に対処する基
本を公式化することが見出された。
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